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回次
第56期

第２四半期
連結累計期間

第57期
第２四半期
連結累計期間

第56期

会計期間
自2020年１月１日
至2020年６月30日

自2021年１月１日
至2021年６月30日

自2020年１月１日
至2020年12月31日

売上高 （千円） 3,200,876 3,788,457 5,912,744

経常利益 （千円） 66,186 397,630 142,141

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 27,124 366,357 99,195

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △76,422 530,771 69,869

純資産額 （千円） 1,523,698 2,171,233 1,679,243

総資産額 （千円） 6,693,315 7,921,060 7,449,210

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 3.44 46.06 12.57

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） 3.42 45.76 12.45

自己資本比率 （％） 22.6 26.9 22.3

営業活動によるキャッシュ・フロー （千円） 266,750 519,249 688,662

投資活動によるキャッシュ・フロー （千円） △381,877 △95,186 △784,140

財務活動によるキャッシュ・フロー （千円） 58,215 △314,976 255,662

現金及び現金同等物の四半期末（期

末）残高
（千円） 541,052 905,354 758,946

回次
第56期

第２四半期
連結会計期間

第57期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自2020年４月１日
至2020年６月30日

自2021年４月１日
至2021年６月30日

１株当たり四半期純利益又は

１株当たり四半期純損失（△）
（円） △11.72 17.34

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

　（注）１．当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載
しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２【事業の内容】
当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券

報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　なお、新型コロナウイルス感染症の拡大は、今後も当社グループの事業活動及び収益確保に影響を及ぼす可能性が

あります。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

経営成績等の状況

　当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、依然として世界的な拡大を見せる新型コロナウイルス感染症

の影響により、それまでの雇用情勢や所得環境の改善による景気の緩やかな回復基調は一変し、米国、中国の対立

などの影響も懸念されるなど海外経済の不確実性が高まり、先行きは依然として不透明な状態で推移しました。

　このような環境の中、当社グループは、中期スロ－ガンとして「安心をお届けする不二精機グループ」を掲げ、

品質管理体制の徹底強化によるグループ一体となった顧客満足の更なる追求を図り、精密金型のコア技術をもとに

自動車及び二輪車などの成形事業分野への積極的な展開を行い、顧客への高付加価値製品の提供による安定受注の

拡大に努めてまいりました。

　また、「『考動』で価値を創る」をグループ全社員の行動規範とし、「お客様の利益の最大化」を目標に、新た

な価値創造、また「５Ｓ活動」を基本とする着実な品質改善活動に取り組んでおります。

(1) 財政状態の状況

　総資産は、前連結会計年度末に比べ4億71百万円（6.3％）増加し、79億21百万円となりました。

流動資産は、受取手形及び売掛金が2億19百万円、現金及び預金が1億41百万円増加した一方、主に製品が1億21

百万円、電子記録債権が41百万円減少したことなどにより、前連結会計年度末に比べ2億99百万円（8.6％）増加し

38億円となりました。

　固定資産は、主に有形固定資産が1億51百万円増加したことなどにより、前連結会計年度末に比べ1億71百万円

（4.4％）増加し41億20百万円となりました。

負債は、前連結会計年度末に比べ20百万円（0.3％）減少し、57億49百万円となりました。

流動負債は、支払手形及び買掛金が1億50百万円、未払金が93百万円、未払法人税等が64百万円増加した一方、

主に前受金が1億94百万円、短期借入金が39百万円減少したことなどにより、前連結会計年度末に比べ1億58百万円

（4.3％）増加し38億16百万円となりました。

固定負債は、長期借入金が1億46百万円減少したことなどにより、前連結会計年度末に比べ1億78百万円

（8.4％）減少し19億33百万円となりました。

　純資産は、主に利益剰余金が3億26百万円、為替換算調整勘定が1億33百万円増加したことなどにより、前連結会

計年度末に比べ4億91百万円（29.3％）増加し21億71百万円となりました。なお、自己資本比率は、前連結会計年

度末に比べ4.6ポイント増加して26.9％となりました。

(2) 経営成績の状況

　当第２四半期連結累計期間の売上高は、射出成形用精密金型及び成形システム事業、精密成形品その他事業の両

事業の売上高が増加し、前年同四半期比5億87百万円（18.4％）増の37億88百万円となりました。

　損益につきましては、射出成形用精密金型及び成形システム事業、精密成形品その他事業の両事業の売上高が増

加したことにより、営業利益は前年同四半期比1億50百万円（67.0％）増の3億75百万円となりました。主としてイ

ンドネシアの子会社での親会社（当社）からの円建て債務などの評価替えで、前年同四半期には急激な円高・イン

ドネシアルピア安によって為替差損1億32百万円を計上しましたが、当第２四半期には為替差益49百万円を計上す

るなどで営業外損益が1億80百万円改善したことにより、経常利益は前年四半期比3億31百万円（500.8％）増の3億

97百万円となりました。特別損益項目、法人税等を加え、親会社株主に帰属する四半期純利益は前年同四半期比3

億39百万円（1,250.7％）増の3億66百万円となりました。

  　セグメント別の経営成績は、以下のとおりであります。

　＜射出成形用精密金型及び成形システム事業＞

  　主力製品である医療機器用精密金型の売上高が前年同四半期に比べ増加したことなどにより、当セグメントの売

上高は前年同四半期比3億19百万円（25.0％）増の15億95百万円となり、セグメント利益は前年同四半期比33百万

円（20.7％）増の1億94百万円となりました。

　　なお、個別受注生産である当事業の未検収の受注残高は安定的に推移しております。
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会社名
事業所名
（所在地）

セグメントの
名称

設備の内容

投資予定金額
資金

調達方法

着手及び完了予定年月
完成後の
増加能力総額

（千円）
既支払額
（千円）

着手 完了

提出会社
鈴鹿工場

(三重県鈴鹿市)
精密成形品
その他事業

機械装置　他 141,368 108,656
自己資金

及び借入金
2021年
3月

2021年
12月予定

－

　＜精密成形品その他事業＞

  　主力製品である自動車部品用成形品は、東南アジア市場、中国市場において中期的な受注をいただき、当セグメ

ントの売上高は前年同四半期比2億3百万円（9.9％）増の22億45百万円となり、稼働率向上の影響もあり、セグメ

ント利益は前年同四半期比1億1百万円（145.6％）増の1億70百万円となりました。

(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前連結会計年度末と

比べ1億46百万円増加し、9億5百万円となりました。

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果、獲得した資金は、5億19百万円（前年同四半期は2億66百万円の獲得）となりましたが、これは

主として、税金等調整前四半期純利益4億73百万円、減価償却費2億62百万円及び仕入債務の増加1億32百万円等が

あった一方、前受金の減少2億18百万円及び売上債権の増加1億3百万円等によるものであります。

　（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果、使用した資金は、95百万円（前年同四半期は3億81百万円の使用)となりましたが、これは主と

して、有形固定資産の取得による支出1億79百万円があった一方で、有形固定資産の売却による収入84百万円等が

あったことによるものであります。

　（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果、使用した資金は、3億14百万円（前年同四半期は58百万円の収入）となりましたが、これは主

として、長期借入金の返済による支出2億68百万円、リース債務の返済による支出64百万円及び配当金の支払額35

百万円があった一方、長期借入れによる収入85百万円によるものであります。

(4) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当第２四半期連結累計期間において、優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更はありま

せんが、新型コロナウイルス感染症の拡大の影響については今後の経過を引き続き注視して参ります。

　現在、射出成形用精密金型及び成形システム事業の各工場（松山、中国の常州）は安定的に稼働しております

が、自動車部品用成形品を主力製品とする精密成形品その他事業の各工場（タイ、インドネシア、中国の上海）の

一部では、新型コロナウイルス感染症の影響もあり、稼働調整を実施しております。

　今後の市場及び主要顧客からの情報収集を徹底し、稼働調整の終了後の増産に備え、引き続き、平時には実施で

きない生産設備のメンテナンスや品質管理体制の整備・従業員研修などを重点的に実施してまいります。

(5) 研究開発活動

　当第２四半期連結累計期間の研究開発費の総額は12百万円であります。なお、研究開発活動の状況に重要な変更

はありません。

(6) 主要な設備

　前連結会計年度末において計画中であった主要な設備の新設について、当第２四半期連結累計期間に重要な変

更があったものは、次のとおりであります。

（注）１．上記金額には、消費税等を含めておりません。

２．当第２四半期において重要性が増したため、当社の鈴鹿工場設備の新設計画を記載しております。

３【経営上の重要な契約等】
　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 23,720,000

計 23,720,000

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類

第２四半期会計期間末

現在発行数（株）

（2021年６月30日）

提出日現在発行数（株）

（2021年８月６日）

上場金融商品取引所名

又は登録認可金融商品

取引業協会名

内容

普通株式 9,054,000 9,054,000

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数

100株

計 9,054,000 9,054,000 － －

②【発行済株式】

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総数
残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増減
額（千円）

資本準備金残高
（千円）

2021年４月１日～

2021年６月30日
－ 9,054,000 － 500,000 － 85,588

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】
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2021年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自
己株式を除
く。）の総数に
対する所有株式
数の割合(％)

一般社団法人千尋会 大阪市天王寺区上本町８丁目４番15号 858 10.78

TOYO SECURITIES ASIA LTD

（常任代理人　東洋証券株式会社）

SUITES 2301-02＆

16,23/F,CITYPLAZAONE1111 

KING’SROAD,TAIKOO SHING,HONG KONG

（東京都中央区八丁堀４丁目７番１号）

350 4.39

伊井　剛 大阪市天王寺区 263 3.31

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 240 3.01

伊井　千尋 大阪市天王寺区 120 1.50

伊井　珠美 大阪市天王寺区 120 1.50

楽天証券株式会社 東京都港区南青山２丁目６番21号 119 1.50

不二精機従業員持株会 愛媛県東温市田窪41-14 109 1.37

株式会社南都銀行 奈良市橋本町16番地 100 1.25

青木　円 栃木県宇都宮市 90 1.13

計 － 2,370 29.79

（５）【大株主の状況】

　（注）当社の保有する自己株式1,098,309株（持株比率12.13%）は、上記の表には含めておりません。
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2021年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 1,098,300 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 7,951,600 79,516 －

単元未満株式 普通株式 4,100 － －

発行済株式総数 9,054,000 － －

総株主の議決権 － 79,516 －

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

2021年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

不二精機株式会社
大阪市生野区巽東

４丁目４番37号
1,098,300 － 1,098,300 12.13

計 － 1,098,300 － 1,098,300 12.13

②【自己株式等】

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（2021年４月１日から2021

年６月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2021年１月１日から2021年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、仰星監査法人による四半期レビューを受けております。
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（単位：千円）

前連結会計年度
(2020年12月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2021年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 764,346 905,354

受取手形及び売掛金 1,025,706 1,245,230

電子記録債権 188,754 147,261

製品 805,099 683,956

仕掛品 432,199 480,157

原材料及び貯蔵品 111,362 143,741

未収入金 44,350 43,210

その他 131,477 154,735

貸倒引当金 △2,947 △3,389

流動資産合計 3,500,348 3,800,259

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 686,330 712,664

機械装置及び運搬具（純額） 783,707 833,521

工具、器具及び備品（純額） 511,971 522,514

土地 734,781 734,781

リース資産（純額） 495,285 476,371

建設仮勘定 282,495 366,085

有形固定資産合計 3,494,571 3,645,938

無形固定資産

のれん 34,884 32,946

その他 63,931 65,454

無形固定資産合計 98,816 98,401

投資その他の資産

投資有価証券 146,776 155,770

長期貸付金 6,183 5,883

繰延税金資産 32,478 42,960

その他 181,175 182,774

貸倒引当金 △11,138 △10,928

投資その他の資産合計 355,473 376,460

固定資産合計 3,948,861 4,120,800

資産合計 7,449,210 7,921,060

１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】
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（単位：千円）

前連結会計年度
(2020年12月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2021年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 581,387 732,166

電子記録債務 154,785 187,888

短期借入金 1,684,239 1,644,755

リース債務 141,012 149,441

未払金 193,896 286,976

未払法人税等 10,674 75,183

前受金 702,016 508,003

賞与引当金 67,382 74,575

製品保証引当金 19,274 29,538

その他 104,074 128,219

流動負債合計 3,658,743 3,816,749

固定負債

長期借入金 1,737,148 1,590,542

リース債務 281,242 246,795

繰延税金負債 21,605 17,361

退職給付に係る負債 35,772 42,320

役員退職慰労引当金 14,539 14,539

資産除去債務 19,151 20,298

長期前受収益 1,764 1,221

固定負債合計 2,111,223 1,933,077

負債合計 5,769,967 5,749,827

純資産の部

株主資本

資本金 500,000 500,000

資本剰余金 858,706 858,080

利益剰余金 368,448 695,056

自己株式 △273,230 △271,621

株主資本合計 1,453,924 1,781,516

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △1,171 6,022

為替換算調整勘定 206,500 339,938

その他の包括利益累計額合計 205,329 345,960

新株予約権 158 143

非支配株主持分 19,830 43,612

純資産合計 1,679,243 2,171,233

負債純資産合計 7,449,210 7,921,060
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（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　2020年１月１日
　至　2020年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2021年１月１日

　至　2021年６月30日)

売上高 3,200,876 3,788,457

売上原価 2,447,441 2,833,869

売上総利益 753,434 954,588

販売費及び一般管理費 ※ 528,407 ※ 578,721

営業利益 225,027 375,866

営業外収益

受取利息 489 1,425

受取配当金 135 177

受取補償金 1,695 －

為替差益 － 49,171

仕入割引 571 －

その他 4,553 5,609

営業外収益合計 7,445 56,384

営業外費用

支払利息 24,921 25,149

為替差損 132,960 －

コミットメントライン手数料 4,881 3,000

その他 3,522 6,470

営業外費用合計 166,285 34,619

経常利益 66,186 397,630

特別利益

固定資産売却益 － 77,422

特別利益合計 － 77,422

特別損失

固定資産売却損 － 1,267

固定資産除却損 1,253 91

特別損失合計 1,253 1,359

税金等調整前四半期純利益 64,932 473,694

法人税、住民税及び事業税 23,012 102,008

法人税等調整額 29,176 △16,126

法人税等合計 52,189 85,881

四半期純利益 12,743 387,812

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主

に帰属する四半期純損失（△）
△14,380 21,454

親会社株主に帰属する四半期純利益 27,124 366,357

（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】
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（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　2020年１月１日
　至　2020年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2021年１月１日

　至　2021年６月30日)

四半期純利益 12,743 387,812

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △12,208 7,193

為替換算調整勘定 △76,957 135,765

その他の包括利益合計 △89,166 142,958

四半期包括利益 △76,422 530,771

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △60,239 506,989

非支配株主に係る四半期包括利益 △16,182 23,781

【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】
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（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　2020年１月１日
　至　2020年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2021年１月１日

　至　2021年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 64,932 473,694

減価償却費 239,534 262,336

のれん償却額 1,938 1,938

株式報酬費用 4,483 4,818

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,067 231

賞与引当金の増減額（△は減少） △18,763 4,068

受取利息及び受取配当金 △624 △1,603

支払利息 24,921 25,149

為替差損益（△は益） 101,790 △44,301

固定資産除却損 1,253 91

有形及び無形固定資産売却損益（△は益） － △76,155

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 3,354 4,747

売上債権の増減額（△は増加） 124,218 △103,101

未収入金の増減額（△は増加） 11,398 2,099

たな卸資産の増減額（△は増加） △66,790 90,806

仕入債務の増減額（△は減少） △161,711 132,093

前受金の増減額（△は減少） △616 △218,401

未払消費税等の増減額（△は減少） △8,605 54,321

製品保証引当金の増減額（△は減少） △1,826 10,264

その他 3,150 △41,781

小計 320,968 581,318

利息及び配当金の受取額 624 1,513

利息の支払額 △17,347 △21,935

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △37,494 △41,647

営業活動によるキャッシュ・フロー 266,750 519,249

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の払戻による収入 6,000 5,600

定期預金の預入による支出 △900 △500

有形固定資産の取得による支出 △324,950 △179,221

有形固定資産の売却による収入 － 84,995

無形固定資産の取得による支出 △2,961 △1,853

投資有価証券の取得による支出 △60,699 △600

長期貸付金の回収による収入 300 300

その他 1,333 △3,906

投資活動によるキャッシュ・フロー △381,877 △95,186

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 309,929 △30,219

長期借入れによる収入 － 85,000

長期借入金の返済による支出 △192,935 △268,422

リース債務の返済による支出 △68,777 △64,150

セール・アンド・リースバックによる収入 44,506 －

ストックオプションの行使による収入 447 968

配当金の支払額 △34,954 △35,152

その他 － △3,000

財務活動によるキャッシュ・フロー 58,215 △314,976

現金及び現金同等物に係る換算差額 △23,408 37,322

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △80,320 146,408

現金及び現金同等物の期首残高 621,373 758,946

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 541,052 ※ 905,354

（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
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【注記事項】

（追加情報）

　新型コロナウイルス感染症の拡大により、わが国を含む世界各国の経済環境に多大な影響が生じております。

今後の広がりまたは収束を予測することは困難であり、今後も当社グループの業績に影響が及ぶことが想定され

ます。

　当社グループでは、前連結会計年度の有価証券報告書の追加情報において、2021年夏に向けて感染拡大が収束

するとともに経済活動が徐々に感染拡大前の状況に戻ると仮定しておりましたが、現状を踏まえ、今後ワクチン

接種が進み、2022年に向け感染拡大が収束するとともに、経済活動が徐々に感染拡大前の状況に戻るとの仮定に

変更しております。その結果、当該仮定を繰延税金資産の回収可能性の判断などの会計上の見積りに反映してお

りますが、仮定の変更による四半期連結財務諸表への重要な影響はございません。

　なお、新型コロナウイルス感染症の収束時期は不透明であり、影響が長期化し、上記の仮定が見込まれなくな

った場合には、将来において損失が発生する可能性があります。

　前第２四半期連結累計期間
（自  2020年１月１日

　　至  2020年６月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自  2021年１月１日

　　至  2021年６月30日）

給料 158,157千円 166,040千円

退職給付費用 5,723 5,794

賞与引当金繰入額 11,182 14,579

貸倒引当金繰入額 △866 442

（四半期連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

前第２四半期連結累計期間
（自  2020年１月１日

至  2020年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自  2021年１月１日

至  2021年６月30日）

現金及び預金 541,052千円 905,354千円

現金及び現金同等物 541,052 905,354

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次の

とおりであります。

決議 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資

2020年３月27日

定時株主総会
普通株式 39,432 5.00 2019年12月31日 2020年３月30日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資

2021年３月30日

定時株主総会
普通株式 39,749 5.00 2020年12月31日 2021年３月31日 利益剰余金

（株主資本等関係）

前第２四半期連結累計期間（自　2020年１月１日　至　2020年６月30日）

１．配当金支払額

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の

末日後となるもの

　　該当事項はありません。

３．株主資本の金額の著しい変動

　　該当事項はありません。

当第２四半期連結累計期間（自　2021年１月１日　至　2021年６月30日）

１．配当金支払額

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の

末日後となるもの

　　該当事項はありません。

３．株主資本の金額の著しい変動

　　該当事項はありません。
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(単位：千円)

報告セグメント

合計射出成形用精密金型
及び成形システム事業

精密成形品その他事業

売上高

外部顧客への売上高 1,158,930 2,041,946 3,200,876

セグメント間の内部売上高
又は振替高

117,452 － 117,452

計 1,276,382 2,041,946 3,318,329

セグメント利益 161,084 69,553 230,637

（単位：千円）

利益 金額

報告セグメント計 230,637

セグメント間取引消去 △5,610

四半期連結損益計算書の営業利益 225,027

(単位：千円)

報告セグメント

合計射出成形用精密金型
及び成形システム事業

精密成形品その他事業

売上高

外部顧客への売上高 1,543,435 2,245,021 3,788,457

セグメント間の内部売上高
又は振替高

51,992 － 51,992

計 1,595,428 2,245,021 3,840,450

セグメント利益 194,360 170,831 365,191

（単位：千円）

利益 金額

報告セグメント計 365,191

セグメント間取引消去 10,674

四半期連結損益計算書の営業利益 375,866

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　2020年１月１日　至　2020年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主

な内容（差異調整に関する事項）

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　2021年１月１日　至　2021年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主

な内容（差異調整に関する事項）
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前第２四半期連結累計期間
（自　2020年１月１日

至　2020年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2021年１月１日

至　2021年６月30日）

(1)１株当たり四半期純利益 3円44銭 46円06銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する四半期純利益（千円） 27,124 366,357

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利

益（千円）
27,124 366,357

普通株式の期中平均株式数（千株） 7,886 7,953

(2)潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 3円42銭 45円76銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（千円）
－ －

普通株式増加数（千株） 49 53

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た

り四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前

連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

－ －

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下

のとおりであります。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

2021年８月６日

不二精機株式会社

取締役会　御中

仰星監査法人

大阪事務所

指定社員
業務執行社員

公認会計士 寺　本　　悟　　　印

指定社員
業務執行社員

公認会計士 坂　戸　純　子 　 印

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている不二精機株式会

社の2021年１月１日から2021年12月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（2021年４月１日から2021年６月

30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2021年１月１日から2021年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわ

ち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書

及び注記について四半期レビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、不二精機株式会社及び連結子会社の2021年６月30日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと

信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。



　（注）1.　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　2.　ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかど

うか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において

四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が

適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人

の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業

として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成

基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務

諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさ

せる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査

人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な

発見事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを

講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
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１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

　当社代表取締役社長　伊井　剛は、当社の第57期第２四半期（自 2021年４月１日　至 2021年６月30日）の四半期報

告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。

２【特記事項】

　特記すべき事項はありません。
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